







































































り方について」や、平成 26年 7月の教育再生実行会議第 5次提言「今後の学制等の在り方について」
などが挙げられる。 
（2）『初等中等教育の学校体系に関する研究 報告書１ 諸外国における就学前教育の無償化制度に関
する調査研究』平成 27年 3月 
   http://www.nier.go.jp/05_kenkyu_seika/pdf_seika/h26/1-3_all.pdf 
（植田 みどり） 
